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本研究では，南海トラフ地震の発生に際して名古屋市が備蓄している物資，及び，国が実施を計画して

いる「プッシュ型支援」における物資について名古屋市における輸送方法を検討した．備蓄物資の輸送方

法における検討では，各避難所への輸送量が少ないため，備蓄倉庫からの輸送の際に複数の避難所を経由

することで総輸送時間を大幅に削減可能であることが明らかとなった．プッシュ型支援における検討では，

拠点からの輸送で複数の避難所を経由しても，各避難所への輸送量が多く一度に少しの避難所しか経由で

きないため，総輸送時間をわずかしか減らすことができないことが示された．また，毛布を充分に備蓄し

た場合，総輸送時間を大幅に減らすことが可能であることが示唆された． 
 

     Key Words: Nankai Trough earthquake, stockpile supply, push-mode support, pallet, vehicle routing 
problem 

 
 

1. はじめに 
 
(1) 研究背景 

駿河湾から日向灘沖までのフィリピン海プレート及び

ユーラシアプレートが接する海底の溝状の地形を形成す

る区域を「南海トラフ」といい，南海トラフを震源とす

る地震は「南海トラフ地震」と呼ばれている．気象庁に

よれば，南海トラフを震源とするマグニチュード 7から

8規模の地震が今後 30年以内に発生する確率は 70%から

80%とされており，昭和東南海地震（1944 年）及び昭和

南海地震（1946 年）の発生からすでに 70 年以上が経過

していることもあり，次の南海トラフ地震発生の切迫性

の高さが指摘されている．内閣府によると，この大規模

地震が発生した場合，発災一週間後の時点での避難所へ

の避難者数は国内全域で最大 500万人に達し，都道府県

単位では最大となる愛知県においては最大 96 万人が避

難所に避難すると想定されている．それに伴って物資が

不足する地域が発生するとされており，同じ内閣府の想

定では発災後の 1週間の合計で，国内全体において食料

が約 9600 万食不足するとされている．また，生活必需

品としての毛布についても住宅を失った被災世帯の膨大

な需要に対して国内全域で最大で 520万枚不足すると想

定されている． 
2011年の東日本大震災が発生した際に，自治体の庁舎

や職員の多くが被災したことで，被災者に物資が十分行

き渡らないことがあった．その経験を踏まえ政府は，被

災した自治体だけでは必要な物資量の迅速な調達が困難

な場合に，国が被災した自治体の要請を待たずに物資を

調達する「プッシュ型支援」という新たな仕組みを2015
年に導入している．そのため現時点での大規模災害時の

支援計画としては，発災後 3日間は各個人及び各自治体

が備蓄している物資で対応を行い，発災後 4 日目から 7
日目はプッシュ型支援を実施，発災後 8日目以降は，被

災した自治体が必要な物資量を把握して国に要請する

「プル型支援」に移行し，最終的に被災した自治体の機

能が回復した後には自治体主体で物資を調達するという

計画になっている．南海トラフ地震に関しては，政府の

中央防災会議が「南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画」を定めており，愛知県ではこれ

を受けた「南海トラフ地震における愛知県広域受援計画」

を策定している． 
現在，愛知県の広域受援計画や名古屋市の「災害救助
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用物資供給計画」によって，備蓄物資の輸送やプッシュ

型支援における物資輸送の拠点などは指定されている．

しかし，その拠点から各避難所への支援物資の輸送方法

や，必要になる車両や人員の数，物資の輸送を完遂する

のにかかる時間などについては十分な検討がなされてい

ない．実際に南海トラフ地震が発生した際に支援物資の

輸送の実行可能性を高めるためにも，より具体的な検討

と計画の練り直しが必要であるといえる．  
 

(2) 研究目的 

本研究は，愛知県名古屋市を対象として，南海トラフ

地震等の大規模災害時の市の指定避難所への支援物資の

輸送方法を検討し，効率的な輸送方法を見出すことを目

的とする．発災後 3日間は備蓄している物資によって対

応しなければならないため，名古屋市が指定している備

蓄倉庫から避難所までの輸送方法の検討として，複数の

避難所を経由する輸送や，パレットの利用方法等のいく

つかの設定で，全避難所への物資の輸送にかかる総所要

時間を算出し分析を行った．発災後 4日目から 7日目ま

でのプッシュ型支援に関しては，いくつかの拠点の利用

パターン及び避難所の経由パターンによる総所要時間を

算出し，比較・検討を行った．これらの分析では，倉庫

や拠点から各避難所への走行時間と，各避難所の必要物

資量から算出される倉庫や拠点での積み込み時間，避難

所での積み下ろし時間の合計である積み替え時間のみを

考慮して検討を行う． 
 
 
2. 本研究の位置づけ 
 
伊藤ら 1)は，国のプッシュ型支援に焦点を当て，実際

にプッシュ型支援が行われた 2016 年の熊本地震に関す

る報告などをもとに，愛知県内における実行可能性につ

いて検討を行っている．この中で伊藤らは，南海トラフ

地震のような大規模災害が発生した場合には，被災した

自治体の機能が消滅もしくは極端に低下し，拠点の運営

が困難な可能性があることや，市町村の設けた拠点での

物資の積み替えのために人員や時間がより必要になるこ

とから，市町村に設けられる拠点を経由せずに県が設け

る拠点から各避難所に直接物資を輸送するほうが効率的

であると述べている．後藤ら 2)は，伊藤らの検討に加え，

各避難所の物資の需要や積み替え時間などを仮定するこ

とでより実際の輸送体系に近づけた条件での検討を行っ

ている．この中で後藤らは，県が設ける拠点から各避難

所に直接輸送する場合や，県が設ける拠点から市町村に

設けられる拠点への輸送を大型トラックで集約した場合

などにおいて，全避難所への物資の輸送の完遂にかかる

時間を算出することで，必要なトラックの台数など実施

可能性について述べている．また，ネットワークの不確

実性についても検討を行っている． 
本研究では，後藤らの検討をもとに，拠点から各避難

所への輸送方法について，一台のトラックで複数の避難

所を経由して輸送する場合においても分析を行い，複数

の避難所を経由することによる所要時間の変化等の検討

を行った．また，プッシュ型支援に移行する前の段階の

名古屋市が備蓄している物資の輸送方法の検討も行った．

名古屋市の指定する倉庫に備蓄されている物資量や各避

難所に備蓄されている物資量などから各避難所への輸送

量を設定し，一台のトラックで一つの避難所に輸送する

場合や複数の避難所を経由して輸送する場合などで分析

を行った．また，名古屋市の備蓄物資を増やし発災後 3
日間のうちにより多くの物資を輸送できた場合において，

発災後 4日目から 7日目におけるプッシュ型支援での輸

送量を再設定し検討を行う． 
 
 
3. 検討方法 

 

(1) 対象地域の選定 

本研究では，プッシュ型支援に関する検討では対象

地域を名古屋市の全域とした．南海トラフ地震の被害想

定では都道府県単位で最大となる約 96 万人の避難所避

難者数が想定されている愛知県の中でも最大都市である．

一方，備蓄物資の輸送に関する検討では計算負荷の問題

から南区のみを検討対象とした．  
 

(2) 使用データ 

a) 避難所データ 

避難所のデータは，愛知県防災会議の公表している

「愛知県地域防災計画（平成 30 年修正）」の附属資料

にある「災害対策基本法第 49 条の 7 に基づく指定避難

所の指定状況(平成 30年 4月 1日時点)」から，名古屋市

の指定避難所のみを抽出して使用した．名古屋市の指定

避難所は計 867か所（うち 1か所は隣接する北名古屋市

に所在）であるが，このうち本研究では「福祉避難所」

として指定されている76か所を除いた791か所（北名古

屋市に所在する 1か所を含む）を対象とした．以下この

避難所群を「対象避難所」と呼称する．名古屋市全体で

の避難所収容人数は 26万 4040人で，名古屋市が公表し

ている南海トラフ地震の被害想定における指定避難所避

難者数は 13万 8000人となっている．現在，「愛知県地

域防災計画（令和 2年修正）」が公表されているが，指

定避難所数の変化は 8か所増えたのみで結果への影響が

小さいこと，後藤ら 2)の検討結果と比較を行いやすくす

るために条件を同じにすること，という理由から本研究

では平成 30年修正版のデータを用いた． 
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b) 拠点データ 

拠点データは，発災後 3日間の備蓄物資の支援におい

ては，名古屋市の「災害救助用物資供給計画」をもとに

6 か所の備蓄倉庫を拠点とした．本研究では南区のみを

対象としているため，6 か所の備蓄倉庫のうち瑞穂区・

南区・緑区をカバーエリアとしている南東部倉庫（丸全

昭和運輸株式会社管理）を検討対象とした．発災後 4日
目から 7日目のプッシュ型支援においては，愛知県や名

古屋市が公表している一時拠点・二次拠点のうち名古屋

市に対応されている一次拠点・二次拠点を用いることと

した．一次拠点については，名古屋市千種区の中小企業

振興会館（吹上ホール）と長久手市の愛・地球博記念公

園の 2か所が名古屋市の各区の担当となっている．二次

拠点については計画の変更が行われており，2021年 4月
以降に運用開始予定の稲永スポーツセンター・名古屋競

輪場・名古屋国際会議場・瑞穂公園体育館・名東スポー

ツセンター・守山スポーツセンターの 6か所の施設を候

補とした．  
c) 物資量データ（備蓄物資） 

本研究において名古屋市の備蓄物資，及びプッシュ型

支援による支援物資は，品目ごとに荷姿は統一されてお

り，パレット単位での輸送が容易であるという前提を設

けている．パレット化をすることによって，備蓄倉庫や

拠点における物資の積み下ろしの作業をフォークリフト

などの機械で行うことが可能になるため，大幅な効率化

を図ることができる． 
本研究においては，発災後 3日間の物資量のデータと

して，愛知県が公表している各避難所の想定収容人数，

名古屋市の「令和元年度末【南東部倉庫】備蓄物資数

量」，「南区避難所別備蓄物資数量」のデータから，各

避難所への輸送物資量を次のように設定した． 
1. 「令和元年度末【南東部倉庫】備蓄物資数量」を

瑞穂区・南区・緑区のそれぞれの合計想定収容人

数の比に分配し南区分の備蓄物資量を算出する． 
2. 南区分の備蓄物資量と各避難所の備蓄物資量の合

計を，各避難所の想定収容人数の比に分配し，各

避難所への配分量を算出する． 
3. 配分量よりも備蓄されている物資量の方が多い避

難所もあり，その物資を取り上げることは現実的

ではないため，そういった避難所以外の避難所の

みで 2.の計算を再度行う． 
4. 避難所の配分量から避難所の備蓄物資量を差し引

いた量を備蓄倉庫からの輸送量とし，輸送量の合

計が備蓄倉庫の南区分の備蓄物資量以内になるま

で 3.の計算を繰り返し，各避難所への輸送量を決

定する． 
5. 名古屋市の「物資大きさ」のデータを用いて各避

難所への輸送量をパレット単位に変換する． 

なお，食料以外の物資に関しては発災後初日に輸送す

るものとする．また飲料水については，トラックによる

物資輸送が可能である被害状況の場合，応急給水栓も利

用可能であると想定して，輸送量には含めずに分析から

省くこととした．また，複数の避難所を経由して輸送す

る際にトラックに詰め合わせる場合，作業の複雑化を避

けるため，1 枚のパレットには 1 か所の避難所の物資だ

けを積み込み，複数の避難所の物資を積み込むことはし

ないという仮定を置くこととした．この仮定はプッシュ

型支援の場合も同様とした． 
d) 物資量データ（プッシュ型支援） 

発災後 4日目から 7日目におけるプッシュ型支援の物

資量のデータとして，愛知県の受援計画に記載されてい

るプッシュ型支援における名古屋市の各行政区への配分

量（食料については 1日ごと，他の品目については合計）

のデータ，及び各避難所の想定収容人数のデータから，

各避難所への輸送物資量を次のように設定した． 
1. 「行政区ごとの各品目の物資量」を，それぞれの

区の「合計想定収容人数」で割り，行政区ごとに

「避難所収容人数一人当たりの各品目需要量」を

算出する． 
2. 先行研究を行った伊藤らより提供を受けた主要品

目のパレットへの梱包時の容量に関する資料を用

いて，この資料のある6品目について「避難所収容

人数一人当たりの各品目需要量」をパレット単位

に変換する． 
3. パレット単位に変換した「避難所収容人数一人当

たりの各品目需要量」に各避難所の「想定収容人

数」を掛け合わせて「各避難所の各品目需要物資

量」をパレット単位で算出する． 
4. 各品目のうち，食料以外の5品目はすべてプッシュ

型支援初日の発災 4 日目に輸送するものとして，5
日目から7日目はそれぞれの当日分の食料のみを輸

送すると仮定する．この仮定に基づき足し合わせ

て，「各避難所への輸送量」を実施日ごとに算出

する． 
本研究では，梱包サイズのデータを得られなかったト

イレットペーパー，生理用品については輸送量に含めず

に分析から省くこととした．また，複数の避難所を経由

して輸送する際にトラックに詰め合わせる場合，作業の

複雑化を避けるため，1 枚のパレットには 1 か所の避難

所の物資だけを積み込み，複数の避難所の物資を積み込

むことはしないという仮定を置くこととした． 
e) 輸送に用いる車両の設定，積み下ろし時間 

本研究においては，輸送に用いる車両として標準的な

4t（中型）トラックと 10t（大型）トラックの 2種類を想

定している．国土交通省が公開しているハンドブックに

よると，1100㎜×1100㎜の標準的なサイズのパレットを
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積載する場合，4tトラックでは5枚，10tトラックでは16
枚のパレットを積載可能である．本研究ではこのデータ

を前提として分析を行った．拠点から避難所への輸送の

際には，避難所の数が多く車両の必要台数も多いこと，

各避難所までの道路ネットワークのすべての区間で 10t
トラックの円滑な通行が可能とは考えにくいことから，

4t トラックによる輸送を想定する．一時拠点から二次拠

点への輸送をする際には，大型トラックでの集約した輸

送の効果を検討するために 4tトラックと 10tトラックの

2種類による輸送を想定する． 
次に，物資のトラックへの積み込み及びトラックから

の荷下ろしに必要な時間についても，同ハンドブックの

データより単純化して決定することとした．拠点におけ

る物資の積み下ろしに関しては，フォークリフトの確保

が可能で，フォークリフトを使用して積み下ろし作業を

行うことができると仮定した．その場合の4tトラック一

台の積み込みもしくは荷下ろしに必要な時間は 10 分，

10t トラック一台の積み込みもしくは荷下ろしに必要な

時間は 30 分とされている．本研究では，フォークリフ

トを用いた積み下ろしでは 1パレットあたり 2分として

計算を行った．避難所における物資の荷下ろしに関して

は，手作業で行うこととした．日本物流団体連合会の報

告書によると，充分な人員を確保できた状態で手作業に

よる積み下ろし作業を行った場合，フォークリフトでの

積み下ろしの 3倍ほどの時間を要するとされている．単

純に 3倍とすると 1パレットあたり 6分となるが，充分

な人員の確保が可能か分からないこと，積み下ろし作業

に慣れていないことを考慮して，1 パレットあたりの荷

下ろし時間を 10分と設定した． 
本研究では，積み下ろし時間の設定において物資量の

みを用いているため，各拠点や避難所での車両同士の入

れ替わり時間等は考慮できていない． 
f) 道路ネットワークデータ，旅行速度の設定とリンク

通過時間 

本研究では，使用する道路ネットワークデータとして

後藤ら 2)の研究で使用したネットワークデータを用いた．

データ整理の方法については後藤らを参照されたい． 
本研究では，旅行速度のデータを外部から取得せずに，

「使用ネットワーク」の種別や車線数，「規制速度」デ

ータの分類情報に基づいた定数として各リンクに設定す

ることとし，この速度を以下「設定速度」と呼称する． 
この設定は道路の構造や通常時の規制速度から仮想的

に交通障害がない場合の旅行速度を設定したものである．

以降のGISソフトウェアによる解析では，解析に使用す

るネットワークデータに時間の変数が必須であったこと

から，「使用ネットワーク」のデータにこの「設定速度」

の項目を追加して解析を行った．同解析では交通流や信

号交差点等による所要時間の増加は考慮しておらず，い

わば「緊急車両や緊急輸送車両の通行のために一般車両

の通行が一切制限された，緊急物資輸送に対して理想的

な状態」と見ることができる． 
本研究で用いた各拠点から各避難所への走行時間，各

避難所間の走行時間はGISソフトウェアのネットワーク

解析による最短経路探索により算出した． 
 
(3) 検討の方法・条件 

a) 複数の避難所の経由方法 

複数の避難所を経由して輸送する際の物資量としては，

例えば 8 パレットの物資が必要な避難所の場合，5 パレ

ット分はその避難所のみ往復することで輸送するので経

由する輸送物資量からは除き，残りの 3パレット分を経

由する輸送の検討に含めるものとした．また，経由する

方法として次の 2つの方法とし，各行政区内のみで経由

することとした． 
方法 1：簡便法 
トラックに 5パレット積載して拠点を出発し，名古屋

市の「指定避難所の一覧表」に記載されている順番に経

由する．「指定避難所の一覧表」は学区ごとに記載され

ており，比較的距離の近い避難所間の経由が可能である

こと，実際に複数の避難所を経由する際に実行すること

が容易であることからこの順に経由することとした．  
方法 2：最適化 
容量制約付き配送計画問題としてプログラムを組み最

適化を行った．プログラムを組むにあたり以下の条件を

設定した． 
① それぞれの避難所に必要な物資量だけ配達する． 
② トラックは拠点から出発し拠点に帰ってくる． 
③ トラックに積める物資量は 5パレットとする． 

b) 検討 1－発災後 1日目の備蓄物資の輸送方法の検討 

発災後 3日間における備蓄物資の輸送において，最も

輸送する物資量の多い発災後 1日目を対象に，倉庫に備

蓄されている物資の輸送方法の検討を行った． 
1) 輸送対象とする避難所の条件： 

愛知県名古屋市南区の「対象避難所」 
2) 拠点の条件： 

南東部倉庫（丸全昭和運輸株式会社管理） 
3) 輸送方法の条件： 

A) パレットを使用し，備蓄倉庫から各避難所まで

個別に輸送する． 
B) パレットを使用し，備蓄倉庫から複数の避難所

を経由して輸送する． 
C) 輸送物資のうちパレットを使う避難所と使わな

い避難所に分けて複数の避難所を経由して輸送

する． 
D) パレットを使用せず，全ての積み下ろし作業を

手作業で行い複数の避難所を経由して輸送する． 
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B)，C)，D)ともに複数の避難所を経由する方法として

は簡便法を用いた．C)に関しては，避難所の備蓄物資量

が多い避難所に対する輸送量が極端に少ないため，輸送

量がある一定量以下の避難所については，パレットを利

用せずにトラックに積み込み，より多くの避難所を経由

するほうが効率的であることから設定した．なおパレッ

トを利用しない場合の積み込み時間は人員によるものと

し，荷下ろしと同様に 1 パレットあたり 10 分とした．

基準となるある一定量の値については，次のように決定

した．本研究では各避難所への輸送物資量を収容人数か

ら決定しており，輸送物資量にかなりの偏りができてし

まった．そこで，避難者が分散した場合や備蓄物資量を

増やした場合を想定し，各避難所への輸送物資量を乱数

で与えて感度分析を行った．感度分析の方法を以下に示

す． 
1. 避難所数を 50 としてそれぞれの物資量を 0 から 1

の乱数で与える． 
2. 倉庫から避難所までの走行時間は南東部倉庫から

南区の各避難所までの走行時間の平均値とし，避

難所間の走行時間は簡便法の経由順での各避難所

間の走行時間の平均値とする． 
3. パレット利用の有無を分ける物資量の基準を1パレ

ットのX割とし，X割以上の時パレット利用，X割

未満の時パレット非利用で避難所を分ける．  
4. それぞれの場合において，パレットを利用する避

難所だけで複数の避難所を経由した時の輸送時間

と，パレットを利用しない避難所だけで複数の避

難所を経由した時の輸送時間の合計である総輸送

時間を算出する． 
5. 1.から 4.の作業を 100 回行い，基準値ごとに総輸送

時間の平均を算出し，最も短いものを，パレット

を利用する避難所と利用しない避難所を分ける基

準とする． 
c) 検討 2－発災後 4 日目のプッシュ型支援の総輸送時

間の検討 

プッシュ型支援において最も輸送する物資量の多い発

災後 4 日目を対象に，後藤(2020)が行った二次拠点の利

用パターンの検討に加えて，複数の避難所を経由して物

資を輸送する場合のすべての避難所への物資の輸送の完

遂のための所要時間についての検討を行った． 
1) 輸送対象とする避難所の条件： 

愛知県名古屋市の「対象避難所」すべて 
2) 拠点の条件： 

2021年4月以降運用開始予定の一次拠点及び二次拠

点 
3) 輸送方法の条件： 

A) 全て 4tトラックを使用し，二次拠点を経由して

輸送する 

B) 二次拠点を経由せずに一次拠点から各避難所ま

で 4tトラックにて直送する． 
C) 一次拠点から二次拠点までの輸送を 10t トラッ

クで集約し，二次拠点から各避難所までは 4tト
ラックにて輸送する． 

A)，B)，C)それぞれにおいて，各避難所に個別に輸送

をする場合と複数の避難所を経由して輸送する場合の 2
通りのパターンで検討を行った．複数の避難所を経由す

る方法としては簡便法を用いた．本検討では，各避難所

への輸送物資量の多い発災後 4日目における複数避難所

経由による効果についての考察を行う． 
d) 検討 3－簡便法の精度の検討 

発災後 1日目の物資量が少ない場合と発災後 4日目の

物資量が多い場合での簡便法と最適化の結果を比較し，

簡便法の精度について検討した． 
1) 輸送対象とする避難所の条件： 

愛知県名古屋市南区の「対象避難所」 
2) 拠点の条件： 

南東部倉庫（丸全昭和運輸株式会社管理）及び瑞

穂公園体育館 
3) 輸送方法の条件： 

発災後1日目では，検討1のC)と同様にパレットを

利用する避難所と利用しない避難所を分けて複数の避

難所を経由する輸送において，簡便法及び最適化を用

いる． 
発災後 4日目では，検討 2のA)と同様に全ての輸送で

4t トラックを使用して二次拠点を経由し，さらに二次拠

点から複数の避難所を経由する輸送において，簡便法及

び最適化を用いる． 
e) 検討 4－備蓄物資を増やした場合の総輸送時間の検

討 

発災後 4日目のプッシュ型支援における物資量のうち

8 割以上を毛布が占めている．4 日目の物資量の内訳は

毛布が 88.3%を占めている．サイズが大きくかさばる品

目である毛布を名古屋市が充分に備蓄することが可能な

場合を想定し，発災後 4日目のプッシュ型支援の輸送物

資から毛布を除いた場合での物資輸送の所要時間につい

て検討した． 
1) 輸送対象とする避難所の条件： 
愛知県名古屋市の「対象避難所」すべて 
2) 拠点の条件： 
2021年 4月以降運用開始予定の一次拠点及び二次拠点 
3) 輸送方法の条件： 

A) 全て 4tトラックを使用し，二次拠点を経由して

輸送する 
B) 二次拠点を経由せずに一次拠点から各避難所ま

で 4tトラックにて直送する． 
C) 一次拠点から二次拠点までの輸送を 10t トラッ
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クで集約し，二次拠点から各避難所までは 4tト
ラックにて輸送する． 

 
 

4.  検討の結果と考察 

 
本研究における検討として，走行時間については GIS

ソフトウェアを用いて算出したが，その過程で全避難所

791か所のうち 13か所の避難所に関しては最短経路の探

索が不可能であった．これは「使用ネットワーク」にお

いて，一部の道路リンクがほかのリンクと接続しない

（幅員 5.5ｍ未満の道路を介してのみ他のネットワーク

と接続する）孤立状態のリンクがあり，「対象避難所」

のうち 13 か所がネットワーク上の位置としてこの孤立

したリンクに位置してしまっているためである．そのた

め今回の検討においてはこの 13 か所の避難所に関して

は検討対象から除外することとした．なお南区の 54 か

所の全避難所については最短経路の探索が可能であった． 
3 章で説明した各検討の結果については当日の発表に

て報告予定である． 
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